
支えあいのまちづくり事業助成金交付要綱 

 

（目 的） 

第１条 この事業は、住民が主体となって誰もが安心して、生きがいを持ちながら暮らしていける

地域にしていく「支えあいのまちづくり」を豊明市社会福祉協議会（以下「社協」という。）が

予算の範囲内において支援するものである。 

（助成事業の内容） 

第２条 「支えあいのまちづくり事業」とは、地域の住民同士が互いに支えあいの意識をもって独

自に実施する、地域に認められた次に掲げる事業とする。 

ただし、参加者が特定の団体・グループ・趣味活動・スポーツ活動等に限定されている場合は

除く。 

区

分 
事 業 名 事  業  内  容 

助成限度額 

（ 年 額 ） 

１ 
暮らし 

助け合い事業 

ひとり暮らし高齢者や高齢者世

帯、要援助者、地域の子どもなどへ

の日常的な支援。 

・訪問や電話などで「声かけ」をし

て安否の確認 

・ゴミだし、買い物、外出同行など 

２０，０００円 

新規開設 １０，０００円 

 
※初年度のみ 

加算 

２ サロン事業 

高齢者や障がい者、子ども等地域

の皆さんが気軽に集まりふれあう場

を提供するとともに、閉じこもりや

孤立を防ぐ活動を月１回以上実施。 

・茶話会、おしゃべり会 

・軽運動、脳トレ、料理教室 など 

Ａ 月１回 ２０，０００円 

Ｂ 週１回 ３０，０００円 

Ｃ 週５日以上 ５０，０００円 

新規開設 １０，０００円 

 
※初年度のみ 

加算 

３ 地域交流事業 

区や町内会など、地域内で住民同

士が交流・親睦を図るための活動。 

・夏まつり、運動会、文化祭 など 

区内の前年度会員募集実績額×

10％＋町内会数×2,000 円を区に

交付 

※この助成金は、活動に直接関らない食事代は対象となりません。 

（助成金交付申請） 

第３条 助成金の交付を希望する場合は、次のとおり社協会長あてに申請書等を提出するものとす

る。ただし、区分３については、申請を省略することとする。 

区

分 
申請者 申請書類 申請期限 

１ 区長又は町内会長 １）支えあいのまちづくり事業助成金交付 

申請書（第１号様式） 

２）登録カード（別紙）、添付書類 

５月末日 

（新規開設は

９月末日） ２ 区長又は町内会長 

３ 申請は省略する。 

（助成金の交付決定） 

第４条 社協会長は、活動内容により助成金交付の可否を決定し、支えあいのまちづくり事業助成

金交付決定通知書（第２号様式）により申請者あてに通知する。 



（助成金の請求） 

第５条 助成金の交付決定の通知を受けた申請者は、速やかに支えあいのまちづくり事業助成金交

付請求書（第３号様式）により、社協会長あてに助成金を請求するものとする。 

（完了報告） 

第６条 助成金の交付を受けたものは、助成事業完了後の４月３０日までに、支えあいのまちづく

り助成事業完了報告書（第４号様式）を社協会長あてに提出しなければならない。 

なお、交付申請を省略する区分３につても、完了報告書を提出するものとする。 

（助成金の返還） 

第７条 助成事業完了後に残額が生じた場合には、その残額を返還するものとする。 

また、次の各号のいずれかに該当した場合は、交付した助成金の全額もしくは一部を返還しな

ければならない。 

（１）虚偽の申請、その他不正により助成金を受けたことが判明したとき。 

（２）助成金を交付目的以外に利用したとき。 

（３）その他、この要綱の規定に違反したとき。 

（留意事項） 

第８条 この助成事業は、市民の皆様や市内の企業・店舗等の皆様にご協力いただいた市社会福祉

協議会の「会費」を財源に実施していることから、次の事項に留意すること。 

（１）この助成金を活用して行う事業については、「社会福祉協議会の会費を財源に実施」「支え

あいのまちづくり助成事業」等の説明やチラシ等への記載をすること。 

（２）収支予算書及び決算書には、収入の項目で「社会福祉協議会助成金」や「支えあいのまち

づくり助成事業」等の記載を必ずし、区会や町内会、グループ等での収支報告を行うこと。 

（その他） 

第９条 この助成事業や地域での活動を紹介するため、社協の機関誌「社協だより」やホームペー

ジに、助成金交付状況や交付先の活動内容を掲載することがある。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
 

 


